
＜参照条文＞ 

○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和四十五年十二月二十五日法律第百三十六号）（抄） 

（定義）  

第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

 一 （略） 

 二 油 原油、重油、潤滑油、軽油、灯油、揮発油その他の国土交通省令で定める油 及びこれらの

油を含む油性混合物（国土交通省令で定めるものを除く。以下単に「油性混合物」という。）をい

う。  

 三 有害液体物質 油以外の液体物質（液化石油ガスその他の常温において液体でない物質であつて

政令で定めるものを除く。次号において同じ。）のうち、海洋環境の保全の見地から有害である物

質（その混合物を含む。）として政令で定める物質であつて、船舶によりばら積みの液体貨物とし

て輸送されるもの及びこれを含む水バラスト、貨物艙の洗浄水その他船舶内において生じた不要な

液体物質（海洋において投入処分をし、又は処分のため燃焼させる目的で船舶に積載される液体物

質その他の環境省令で定める液体物質を除く。）並びに海洋施設その他の海洋に物が流出するおそ

れのある場所（陸地を含む。）にある施設（以下「海洋施設等」という。）において管理されるも

のをいう。  

 四 未査定液体物質 油及び有害液体物質以外の液体物質のうち、海洋環境の保全の見地から有害で

ない物質（その混合物を含む。）として政令で定める物質以外の物質であつて船舶によりばら積み

の液体貨物として輸送されるもの及びこれを含む水バラスト、貨物艙の洗浄水その他船舶内におい

て生じた不要な液体物質（海洋において投入処分をし、又は処分のため燃焼させる目的で船舶に積

載される液体物質その他の環境省令で定める液体物質を除く。）をいう。  

 五～十八 （略） 

 
（船舶からの有害液体物質の排出の禁止）  
第九条の二 何人も、海域において、船舶から有害液体物質を排出してはならない。ただし、次の各号

のいずれかに該当する有害液体物質の排出については、この限りでない。  
一 船舶の安全を確保し、又は人命を救助するための有害液体物質の排出  
二 船舶の損傷その他やむを得ない原因により有害液体物質が排出された場合において引き続く有害

液体物質の排出を防止するための可能な一切の措置をとつたときの当該有害液体物質の排出 
 
（未査定液体物質） 
第九条の六 第九条の二第一項の規定は、未査定液体物質について準用する。  
２ 船舶により未査定液体物質を輸送しようとする者は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところに

より、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。  
３ 国土交通大臣は、前項の届出があつたときは、環境大臣にその旨を通知するものとし、環境大臣は、

速やかに、当該届出に係る未査定液体物質が海洋環境の保全の見地から有害であるかどうかについて

査定を行うものとする。 
４ 何人も、前項の規定による査定が行われた後でなければ、船舶により未査定液体物質を輸送しては



ならない。 
５・６ （略） 
 
○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令（昭和四十六年政令第二百一号）（抄） 

別表第一 （第一条の二関係） 
 一 Ｘ類物質等 
  イ・ロ （略） 

  ハ 法第九条の六第三項の規定により海洋環境の保全の見地からＸ類物質と同程度に有害であるも

のと査定されている物質 

  ニ イ（（８１）を除く。）、ロ又はハに掲げる物質のみから成る混合物並びにイ（（８１）を除く。）、

ロ若しくはハ、次号イ、ロ若しくはハ、第三号イ、ロ若しくはハ又は別表第一の二（第十六号を

除く。）に掲げる物質から成る混合物及び法第三条第二号の規定により国土交通省令で定める油性

混合物（イ（８１）に掲げる油性混合物を除き、同号に規定する原油、重油、潤滑油、軽油、灯

油、揮発油その他の国土交通省令で定める油とイ（（８１）を除く。）、ロ若しくはハ、次号イ、ロ

若しくはハ、第三号イ、ロ若しくはハ又は同表（第十六号を除く。）に掲げる物質との混合物に限

る。）であつて、これを構成する各物質の濃度を重量パーセントで表した数値に当該物質の有害性

の程度に応じそれぞれ環境大臣の定める係数を乗じて得た数値の合計が環境大臣の定める数値以

上であるもの 

  ホ （略） 

 二 Ｙ類物質等 

  イ・ロ （略） 

  ハ 法第九条の六第三項の規定により海洋環境の保全の見地からＹ類物質と同程度に有害であるも

のと査定されている物質 

  ニ イ、ロ又はハに掲げる物質のみから成る混合物並びに前号イ（（８１）を除く。）、ロ若しくはハ、

イ、ロ若しくはハ、次号イ、ロ若しくはハ又は別表第一の二（第十六号を除く。以下この表にお

いて同じ。）に掲げる物質から成る混合物及び法第三条第二号の規定により国土交通省令で定める

油性混合物（前号イ（８１）に掲げる油性混合物を除き、同条第二号に規定する原油、重油、潤

滑油、軽油、灯油、揮発油その他の国土交通省令で定める油と前号イ（（８１）を除く。）、ロ若し

くはハ、イ、ロ若しくはハ、次号イ、ロ若しくはハ又は別表第一の二に掲げる物質との混合物に

限る。）であつて、これを構成する各物質の濃度を重量パーセントで表した数値に当該物質の有害

性の程度に応じそれぞれ環境大臣の定める係数を乗じて得た数値の合計が環境大臣の定める数値

の範囲内であるもの 
三 Ｚ類物質等 
イ～ロ （略） 

 ハ 法第九条の六第三項の規定により海洋環境の保全の見地からＺ類物質と同程度に有害であるも

のと査定されている物質 
 ニ イ、ロ又はハに掲げる物質のみから成る混合物並びに第一号イ（（８１）を除く。）、ロ若しくは

ハ、前号イ、ロ若しくはハ、イ、ロ若しくはハ又は別表第一の二に掲げる物質から成る混合物（別



表第一の二に掲げる物質のみから成るものを除く。）及び法第三条第二号の規定により国土交通省

令で定める油性混合物（第一号イ（８１）に掲げる油性混合物を除き、同条第二号に規定する原

油、重油、潤滑油、軽油、灯油、揮発油その他の国土交通省令で定める油と第一号イ（（８１）を

除く。）、ロ若しくはハ、前号イ、ロ若しくはハ、イ、ロ若しくはハ又は別表第一の二に掲げる物

質との混合物に限る。）であつて、これを構成する各物質の濃度を重量パーセントで表した数値に

当該物質の有害性の程度に応じそれぞれ環境大臣の定める係数を乗じて得た数値の合計が環境大

臣の定める数値未満であるもの 
 
別表第一の二 （第一条の三関係） 
 一～十九 （略） 
 二十 法第九条の六第三項の規定により、海洋環境の保全の見地から有害でないものと査定されてい

る物質 
 二十一 （略） 
 
○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第九条の六第三項の規定に基づく未査定液体物質の査定

に関する省令（昭和六十二年二月十四日総理府令第五号）（抄） 

（未査定液体物質の査定）  
第一条 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第九条の六第三項の査定（次条において「査定」

という。）は、同法第九条の六第二項の届出に係る未査定液体物質が次に掲げる物質のいずれに該当

するかを判定することにより行うものとする。  
一 海洋環境の保全の見地から海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令 （昭和四十六年

政令第二百一号。以下「令」という。）別表第一第一号イに掲げるＸ類物質と同程度に有害である

物質  
二 海洋環境の保全の見地から令別表第一第二号イに掲げるＹ類物質と同程度に有害である物質  
三 海洋環境の保全の見地から令別表第一第三号イに掲げるＺ類物質と同程度に有害である物質  
四 海洋環境の保全の見地から有害でない物質  

 
（査定結果の通知及び公示）  
第二条 環境大臣は、査定を行つたときは、遅滞なく、その結果を国土交通大臣に通知するとともに、

これを公示するものとする。 
 


